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はじめに
　株主オンブズマン（以下、KOと略記する）は、1996年 ２ 月、株主の立場から企業の違法・
不正を是正し、健全な企業活動を推奨する目的で、弁護士、公認会計士などの専門家と個人株
主が構成する市民団体として設立された。とりあえず法人格を得るために有限会社としてスタ
ートしたが、その後、特定非営利活動促進法が制定され、2003年 ₇ 月に大阪府認証のNPO法
人になり、今日にいたっている。
　本稿では、KOがこれまでどのような活動をしてきたかを整理し、あわせてこの間に実施し
てきた各種のアンケート調査結果を概説する。調査の詳細は後掲の「株主オンブズマン・アン
ケート調査結果総覧」を参照されたい。
₁．開かれた株主総会のためのキャンペーン
　日本の株主総会は「シャンシャン総会」と言われてきた。KOが設立された当時は ₃月期決
算企業の大多数が毎年 ₆月末近くの同一日、同一時刻に株主総会を開いていた。総会は、少数
の例外を除き、簡単な営業報告と議案の説明だけで、議場からの質問はほとんどなく、わずか
20～30分で終わっていた。
　こうした現状を打開するためにKOは、①シャンシャン総会との訣別、②総会開催日の分散、
③社員株主によるリハーサルの禁止、④社員株主の横暴自粛、⑤総会屋との絶縁、⑥総会のマ
スコミ公開、⑦社長＝議長制の廃止、⑧議決権代理行使の制限緩和、⑨書面投票制度の改善、
⑩使途秘匿金の開示、⑪役員報酬と退職金の個別開示、などの株主総会改革提言を行ってきた。
2001年には株主総会の採点運動にも取り組んだ。
　1996年の住友商事の株主総会は、同社の銅取引巨額損失事件が表面化した直後に開かれた。
にもかかわらず、典型的なシャンシャン総会であった。ある個人株主が退職慰労金贈呈に関す
る議案に対して質問をしようとしたが、社員株主の一斉唱和のなかで質問することができなか
った。その株主は、KOの支援を受けて、そのときの総会決議の取消を求めて大阪地裁に提訴
した。大阪地裁は、98年 ₃ 月18日の判決において、原告の請求を棄却しながらも、「会社側が
リハーサルにおいて、社員株主ら会社側の株主らを出席させ、『異議なし』、『了解』、『議事進行』
などと発言することを準備させ、総会で一方的に議事を進行させた場合は、株主の提案権や取
締役・監査役の説明義務を規定し、株主総会の活性化を図ろうとした法の趣旨を損ない、総会
を形骸化させる恐れが大きい」と、シャンシャン総会を批判した。この判決は「日本経済新聞」
の社説でも取り上げられ、多くの上場企業の株主総会から一斉唱和が影をひそめるほどの影響
を与えた。そのことは2000年の株主総会集中日前に日経500社を対象にKOが行ったアンケー
ト調査でも確認された。
　欧米では株主総会への弁護士や会計士などの代理人出席が広く認められているが、日本の企
業は、定款で当該会社の株主に限って代理出席を認めてきた。これを問題視したKOのメンバ
ーが野村證券を相手取って、同じ日の同じ時刻に開催される株主総会への代理人の出席を拒否
したことの違法性を問う裁判を起こした。2000年 ₃ 月28日に神戸地裁尼崎支部で出た判決は、
原告の慰謝料請求は棄却しつつも、代理人としての弁護士の総会出席を拒否することは「定款
の規定の解釈運用を誤ったものというべき」として、代理人が弁護士、公認会計士等であって、
総会攪乱を意図する総会屋等でない限り、代理出席は認められるという判断を下した。
　日本の株主総会は、KOの設立から現在までの間にかなり様変わりした。これは総会に出席
する株主や、議場で質問する株主の数が増えてきたことによるところが大きい。変化で目立つ
のは、集中日開催の比率が低下し、総会の平均所要時間が長くなったことである。 ₃月期決算
企業の集中率は1995年の96.2％から2006年の55.5％に低下した。「株主総会白書」（商事法務）
によれば、平均所要時間は、1996年の26分から2003年には43分に増大した。KOが2005年の株
主総会の前に行った調査では回答企業271社中（回答率51％）の平均は ₁時間 ２分であった。
　とはいえ、大多数の企業が ₃月期決算で、そのほとんどが ₆月下旬の１週間余りの間に総会
を開催しているという点では、総会の集中状況は形を変えて残っている。社員株主の優先入場
もなくなっておらず、株主総会を経営者と株主との対話の場にふさわしいものとするためにな
すべきことは依然として多い。
２．企業の違法・不正事件に対する株主代表訴訟
　日本企業においては、経営者が法令に違反して会社に損害を生じさせたとしても、取締役会、
監査役会などが責任追及の法的アクションを起こすことはめったにない。そういうなかで株主
が会社に代わって真相を究明し取締役の責任を追及する有力な手段の一つが株主代表訴訟であ
る。
　1993年10月 ₁ 日、それまで訴額に応じて異なっていた株主代表訴訟の手数料が商法改正によ
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り一律8200円となった。その日に、後にKOを創設した弁護士らによって、ゼネコンの自治体
首長への贈賄事件に関与したハザマの取締役に対する株主代表訴訟が提起された。この訴訟の
なかで被告役員からは、「受注により贈賄額以上の利益を得ている。だから会社に損害はない」
という主張がなされた。当時の茨城県三和町長に対する贈賄事件の担当取締役に対する代表訴
訟において東京地裁判決（1994年12月22日）は、こうした企業の論理を認めず、市民の常識の
論理をもって断罪した。この勝訴がなければ、KOの設立はなかったかもしれない。
　KOが設立後に取り組んだ株主代表訴訟の多くは、総会屋利益供与事件であった。総会屋は
少数の株を所有し、役員や総務担当者を脅し金品をせしめると考えられている。しかし、実際
は会社から金を渡され、会社によって使われていることが多い。その場合、総会屋への利益供
与は、広告料、雑誌購読料、海の家・山の家の利用料、廃品の回収委託料、美術品の簿外買上
げなどによる裏金づくりを伴っている。KOが提起した最初の数年間の株主代表訴訟では、総
会屋利益供与事件関係がもっとも多い。そのなかで高島屋、野村証券、味の素、第一勧銀、山
一証券、神戸製鋼所などの総会屋利益供与事件をめぐる裁判は、関係取締役に一定の金額を返
還させるともに、会社に再発防止のための社内コンプライアンス体制の確立を約束させるなど
して和解している。
　1996年6月、LME（ロンドン金属取引所）を舞台にした住友商事のディーラーによる銅不正
取引により、会社に2850億円の巨額損失が生じたことが発覚した。KOは、リスクの高いデリ
バティブ取引を一人のディーラーにまかせ、取引先に対する直接照会も怠るなかで生じた損害
として、取締役のリスク管理責任を追及して株主代表訴訟を提訴した。この事件は2001年 ₃ 月
に和解が成立し、当時の社長以下、取締役 ₅名が 4億3000万円の和解金を会社に支払うことで
解決した。和解にあたっては、会社は役員の報酬や退職慰労金の開示を含む、株主総会改革の
見解を発表した。
　1998年 ₃ 月 9 日、KOは大蔵官僚への接待汚職事件に関連して、住友銀行（当時）の監査役に、
同行の現・旧役員に接待費用として認定された約195万円を返還させるための訴訟を起こすよ
う求める文書を送った。その結果、 ₁ヶ月後に、監査役から返還されたという回答があり、株
主が代表訴訟を起こす必要はなくなった。このように株主が提訴するまでもなく問題が是正さ
れることはきわめてめずらしい。
　2000年 ₆ 月、三菱自動車のリコール隠し事件が内部告発によって発覚し、同年中に17車種約
62万台のリコール隠しが明らかになった。この事件では、消費者の信用失墜にともなう新車販
売台数の大幅な落ち込みや回収点検の費用などを損害として、2001年 ₃ 月にKOの株主が株主
代表訴訟を提起した。その結果、2003年12月、旧経営陣が和解金として計 ₁億8000万円を支払
い、同社がこの資金で内部告発制度の創設などに活用する「コンプライアンス（法令順守）基
金」を新たに作ることになった。しかし、その後の経過から見ると、同社経営陣は裁判中に起
きていた同社製の大型車にかかわる死亡事故が車の構造的欠陥によるものであることを原告と
裁判所に隠していた。さらに2004年には乗用車だけでも新たに17車種、16万3000台のリコール
隠しが明らかになった。なお、2008年 ₁ 月16日、横浜地裁は、山口県で2002年に起きた三菱自
動車製大型車のクラッチ系統の欠陥による死亡事故をめぐる判決公判で、業務上過失致死罪に
問われた同社の元社長を含む幹部役員 4人に対して、執行猶予付きの有罪判決を言い渡した。
　2006年 ₃ 月、鋼鉄製橋梁工事をめぐる談合事件で、公正取引委員会は、独占禁止法に基づい
て44社に計約129億円余りの課徴金納付命令を出した。この件についてKOは東京など談合弁
護団と連絡をとって、三菱重工、日立造船、神戸製鋼、住友金属、その他の企業の関係役員を
相手取って株主代表訴訟を起こしている。
　なお、受注談合にからむ五洋建設の株主代表訴訟で、2006年 9 月、裁判所（東京地裁）より
公取委の記録の提出命令が出た。この種の命令は株主代表訴訟では初めてであり、今後の談合
をめぐる株主代表訴訟に大きな意味をもつものと考えられる。
表 1　株主オンブズマンによる主な株主代表訴訟（すべて和解成立）
和解年月 社　名 違法・不正行為 返還金額 裁判所
1997年 4月 高島屋 総会屋利益供与 1億7000万円 大阪地裁
1997年 7月 味の素 総会屋利益供与 1億2000万円 東京地裁
1998年10月 野村證券 総会屋利益供与 3億8000万円 東京地裁
1999年 1月 大林組 ゼネコン汚職 2000万円 大阪地裁
1999年12月 日立製作所 談合 1億円 東京地裁
2001年 3月 住友商事 銅不正取引 4億3000万円 大阪地裁
2001年 5月 日本航空 障害者雇用の全国平均雇用率達成を約束 東京地裁
2002年 2月 第一勧業銀行 総会屋利益供与 1億2700万円 東京地裁
2002年 4月 神戸製鋼所 総会屋利益供与 3億1000万円 神戸地裁
2003年12月 三菱自動車 クレーム隠し 1億8000万円 東京地裁
₃ ．企業の政治献金の中止を求める株主代表訴訟
　KOは生命保険会社や建設会社の政治献金の違法性を問う株主代表訴訟にも取り組んできた。
2000年 ₅ 月、日本生命と住友生命の保険契約者約80名が、両社の新旧の役員を相手取って、過
去数年の政治献金の返還と今後の差し止めを求める社員代表訴訟を大阪地裁に起こした（相互
会社である保険会社の保険契約者は社員として、株式会社の株主代表訴訟と同じ形式で社員代
表訴訟を起こす権利を有している）。1990年代の10年間に、日本生命は約 4億6000万円の、住
友生命は約 ₃億6000万円の政治献金を、自民党に対して行ってきた。99年 ₃ 月時点で、日本生
命には約1200万人、住友生命には約940万人の保険契約者がいたが、これほどの多数の契約者
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がこぞって特定政党の支持者であることはありえず、したがって特定政党に献金することが契
約者の同意を得た行為や、総意を反映した行為であるはずがない。
　企業の政治献金は国民政治協会を通して大部分が自民党の組織活動費になっている。問題は
それだけではない。そうして自民党に渡った資金は、それを受け取った国会議員の資金管理団
体の収支報告書にほとんど記載がないため、誰によって、何に使われたのか判らない。にもか
かわらず、2001年 ₇ 月に出た大阪地裁判決は、企業政治献金の問題点の検討をいっさい避けて、
時代状況のまったく異なる30年以上前の八幡製鉄政治献金最高裁判決から一歩も出ずに、日本
生命と住友生命の政治献金を容認する判決を出した。この裁判は、結局、最高裁に持ち込まれ
たが、一審判決を覆すことはできなかった。
　これとは別に、2001年 ₈ 月には、銀行から数千億円に上る債権放棄を受けざるをえないよう
な経営危機にあって、政治献金を続けてきたゼネコンの熊谷組に対しても、政治献金の違法性
を問う株主代表訴訟を福井地裁に提起した。その結果、福井地裁はこの株主代表訴訟の判決で、
熊谷組の政治献金の一部を違法と認定し、次のように警告した。
　「企業による政治資金の寄附が政党に及ぼす影響力は、企業の有する経済力のゆえに、個々
の国民による政治資金の寄附に比して遥かに大きい。したがって、企業による政治資金の寄附
は、その規模の如何によっては、国民の参政権を実質的に侵害する恐れがある。また企業献金
が特定の政党に集中するときは、国の政策にも決定的な影響力を及ぼすこととなって、過去に
幾度となく繰り返された政界と産業界との不正常な癒着を招く温床ともなりかねない」。
　この裁判は被告と原告がともに控訴し、高裁に持ち込まれたが、名古屋高裁金沢支部は2005
年 ₃ 月、一審判決を取り消し、株主の請求を棄却する逆転判決を言い渡した。それを受けて、
KOは高裁判決の変更を求めて上告したが、2006年11月14日に最高裁（第 ₃ 小法廷、裁判長上
田豊三）は棄却した。結局、企業の政治献金の違法性を訴えた ₇年にわたる株主オンブズマン
の株主代表訴訟をとおしたたたかいは、自然人ならぬ法人にも政治活動の権利を認め、企業の
政治献金を容認する司法判断が出されることによって問題提起に終わった。
4．企業の透明性と社会的責任を問う株主提案
　株主ないし株主グループは、一定の事項を株主総会の議案にすることを「株主提案」のかた
ちで請求することができる。株主提案は取締役会が受け入れれば取り下げられ、会社提案の議
案として総会の決議に付されるか、場合によっては議案となることなく実現される。取締役会
が受け入れない場合は株主提案がそのまま議案となり、総会の投票にかけられる。その結果、
多数の株主の賛成が得られれば、取締役会に影響を与え、株主が会社の政策の変更をさせ、会
社に特定の行動をとらせることが可能になる。
　KOが最初に株主提案に取り組んだのは、1996年の日本住宅金融の株主総会であった。政府
の税金投入による不良債権処理に絡んで、住宅債権管理機構への営業譲渡と会社解散が議題に
なった総会では、KOは営業譲渡反対、真相究明・責任追及委員会の設置など ₅ つの株主提案
を行い、会社解散に対して ₃割近くの反対を集めることができた。マスコミは、このときの株
主総会に向けての市民株主の動きを「株主の反乱」と報じたが、この投票結果も、市民株主に
よる株主提案としては前例をみない規模の「株主の反乱」であった。
　KOが行った株主提案で画期的な成功を収めたのは、2002年の雪印乳業の株主総会に向けて
の取り組みであった。2002年 ₁ 月に、雪印乳業の子会社の雪印食品で、BSE対策の国産牛肉買
い上げ事業を悪用した偽装・詐欺事件が発覚した。雪印乳業は、2000年の牛乳集団食中毒事件
につづくこの不祥事で、消費者の信頼を失い、会社存亡の危機に立たされた。こういう状況を
前に、KOは、雪印乳業に対して、食品の安全確保と会社再生を願う立場から、39名、110万
2000株の株主の連名で株主提案を行った。内容は、「消費者団体の推薦を受けて安全担当の社
外取締役を選任し、そのもとに安全監視委員会を設置する」というものであった。会社はこの
株主提案を株主総会に先立って全面的に受け入れ、食品の安全・品質・表示問題に消費者の立
場から一貫して関わってきた全国消費者団体連絡会・前事務局長の日和佐信子氏を社外取締役
に迎えることになった。その後、雪印乳業では、日和佐氏を責任者とする企業倫理委員会のも
とで、法令遵守と食品の安全確保のための先進的取り組みを進め、企業の再生と消費者の信頼
回復に努め、成果を上げてきた。株主団体が消費者代表を社外取締役に送り込むことに成功し
たのは日本ではこれが最初である。
　日本企業の透明性と民主主義という点で大きな問題を抱えているのは役員報酬の決定におけ
る秘密主義である。KOは、2000年６月の住友銀行の株主総会をまえに、同行の73名、45万株
の株主の名で、「役員の報酬と退職慰労金の個別開示」を求める株主提案を行った。同行の取
締役会は、総会における株主提案への賛成株数は3.1％（翌年は7.2％）であったにもかかわらず、
株主の声を無視できず、総会の場で、役員報酬について最高額は4500万円、平均額は3000万円
であることを明らかにした。
　2002年には、ソニーに対して役員報酬と退職慰労金の開示を求める株主提案を行った。その
結果、投票総株数の27.2％の賛成を得ることができた。また、同時に提案した女性取締役選任
の議案に対しては、17.5％の賛成を得ることができた。その結果、翌年の総会で橘フクシマ咲
江氏がソニー初の女性社外取締役として選任された。
　2003年にはソニーとトヨタに、役員の報酬の個別開示の株主提案を行い、それぞれ30.2％と
15.3％の賛成を得ることができた。トヨタでは合わせて総会開催日を株主が参加しやすい日に
変更することを求める株主提案を行ったところ、議決権行使株数の12.8％の賛成があり、2003
年は集中日の ₁日前の準集中日に開いた総会を、2004年は集中日より ₆日早く総会を開くこと
 株主オンブズマン・アンケート調査結果総覧（1996～2007）の発表にあたって
になった。
　役員報酬の個別開示の提案に対しては、2004年にはソニーで31.2％、トヨタで19.6％、2005
年にはソニーで38.9％、トヨタで25.1％の賛成を得た。2006年のソニーの総会では、KOの報
酬開示提案に ₅割に近い46.7％の賛成があったという発表がなされたが、2007年の株主提案送
付後の ₅月にいたって、上掲した昨年の投票結果について、株式事務を取り扱っている三菱
UFJ信託銀行の側で集計の誤りがあって、実際は41.9％であったという訂正通知があった。ち
なみに、2007年総会における役員報酬個別開示提案への賛成は44.3であった。
　これまでの投票にみる議決権行使株数中の賛成株数の割合は02年 27.2％、03年 30.2％、04
年 31.2％、05年 38.8％、06年 41.9％、07年 44.3％と着実に増大しているが、ソニーは、いま
だに「総額開示で十分」として個別開示に踏み切る姿勢を示していない。
　取締役報酬の個別開示は、アメリカやイギリスだけでなく、フランス、ドイツ、オーストラ
リア、南アフリカ、香港などに広がり、いまや世界の流れになっている。日本企業を代表する
ソニーが今後も役員報酬の個別開示を拒み続けるとすれば、透明性に背を向けた秘密主義と批
判されても致し方ない。取締役の選出を最大の使命とする株主総会で、個々の取締役の報酬を
開示しないことは透明性と民主主義を否定するものである。
表 2　KOが行った株主提案（抜粋）
年 提案先会社名 提　案　内　容 賛成率（％）
1996年 日本住宅金融 営業譲渡反対 29
1998年 山一證券 責任追及委員会の設置 流会
2000年 住友銀行 役員の報酬・退職金の個別開示 3.1
2001年 三井住友銀行 役員報酬の総額・最高額・平均額の開示 7.2
2002年 ソニー
役員報酬の個別開示 27.2
女性取締役の選任 17.5 翌年実現
2002年 雪印乳業 安全担当の社外取締役の選任 実現
2003年 ソニー 役員報酬の個別開示 27.2
2003年 トヨタ自動車
株主配当金の増配 4.5（注）
総会開催日の集中回避 12.7 翌年実現
役員の報酬・退職慰労金の個別開示 15.3
2004年 ソニー 役員報酬の個別開示 31.2
2004年 トヨタ自動車
役員報酬・退職慰労金の個別開示 19.6
政治献金の開示 5.4
2005年 ソニー 役員報酬の個別開示 38.8
2005年 トヨタ自動車 役員報酬・退職慰労金の個別開示 25.1
2006年 ソニー 役員報酬の個別開示 41.9
2007年 ソニー 役員報酬の個別開示 44.3
2007年 大林組 定款に談合防止の条文を新設 実現
（注）会社も増配提案を行ったために、会社の増配提案と株主の増配提案の両方に賛成した
　　　票はカウントされていない。
　KOは、建設会社などにおいて、橋梁、道路、地下鉄、環境施設などの建設に関わって独占
禁止法違反の談合行為が相次いでいることから、2007年度の大林組定時株主総会に向けて、同
年 4月24日、株主26名、合計581個（58万1315株）の委任状を添えて「談合防止を定款に盛り
込むための株主提案」を行った。その結果、大林組取締役会がKOの提案を受けて、株主総会
に議案として提出し、同社の定款第 ₃条に談合防止の条文が新設されることになった。建設会
社に限らず、このような談合防止の定款変更が行われたのはこれが最初である。しかし、関西
における建設談合を取り仕切ってきたといわれる二人の元同社顧問の、枚方市発注の第 ２清掃
工場の入札をめぐる談合罪（競売入札妨害罪）の刑事事件につき、種々の金員と便宜の供与を
行っていたことが判明した。それを受けて、同社の防衛施設庁、和歌山県トンネル工事、名古
屋市地下鉄工事、枚方市第 ２清掃工場工事などの談合事件について、関与取締役の責任追及を
求めて、2007年11月に同社監査役に対して提訴請求通知を行った。これに対して、2008年 ２ 月、
談合による受注は「秘密裡」に行われていたものであり、取締役は「知り得ない状況にあった」
という回答があった。その結果、KOは株主代表訴訟に踏み切ることになった。
₅．粉飾決算事件に対する損害賠償請求訴訟
　会計基準を無視して架空利益を計上したり、損失や負債を隠蔽したりして企業の決算を実態
より過大（または過小）に表示する行為を粉飾決算という。近年の日本では、金融機関の経営
破綻が相次ぎ、日本住宅金融、山一証券、長期信用銀行、日本債券信用銀行などで、監査法人
が絡んだ粉飾決算疑惑が次々と表面化してきた。スーパーや百貨店でも、ヤオハンジャパンや
そごうのように、破綻によって粉飾決算疑惑が持ち上がった。最近では西武鉄道やカネボウや
ライブドアでも虚偽記載が大きな問題になった。KOはこれらのいくつかのケースで、株主の
依頼を受け、弁護団を組織して、証券取引法にもとづいて、粉飾や虚偽記載に関与した疑いの
ある経営者と監査法人に対して提起された損害賠償請求訴訟を支援してきた。
　監査法人を相手取ったこれらの裁判で期待されているのは、損害賠償それ自体よりも、粉飾
決算の責任追及をとおしたディスクロージャーの適正化であり、財務諸表や有価証券報告書の
信頼性の確保である。日本住宅金融の粉飾決算事件の裁判は、被告の監査法人が原告の被害株
主らに2000万円を支払うことで和解した。これに限らず、裁判において監査法人や経営者の粉
飾決算に関する責任が問われることは、粉飾決算を防止するための会計監査のチェック機能を
高める効果をもつものと考えられる。
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₆ ．障害者法定雇用率の達成を求める運動
　投資家が企業を評価するのは、直接に配当や株価に結びつく事業内容だけではない。企業が
法律を守り、社会的責任を果たしているかどうかも株主および投資家にとって大きな関心事で
ある。例えば、障害者雇用法は、1998年 ₇ 月の改訂以降、常用労働者数56人以上の民間企業に
1.8％以上の障害者を雇用することを義務づけ、常用労働者が300人を超える未達成企業に対し
不足人数 ₁人につき月額 ₅万円の雇用納付金を支払うことを定めている（達成企業には超過人
数 ₁人につき月額2.5万円の調整金が支給される）。
　KOは、1999年春、上場企業399社を対象に障害者雇用状況のアンケート調査を実施し、247
社から回答をえた。その結果によれば、実雇用率は1.56％で、70％の企業は法定雇用率を未達
成であった。
　この調査には含まれていなかったが、1999年 ₆ 月の日本航空（JAL）の株主総会における
KOメンバーの質問で明らかになったところでは、同社の障害者雇用率は1.29％（航空運輸業
の除外率25％による調整後の割合）、前年の障害者雇用納付金は4625万円であった。この事実
を重視して、KOは、同社の当時の社長などに対して、障害者法定雇用率の未達成とそれにと
もなう雇用納付金の支払いの責任を追及して、株主代表訴訟を東京地裁に提起した。この裁判
は、2001年 ₅ 月、日航が法定雇用率の達成に向けて努力し、その進捗状況を同社のHPに開示
することを約束したことで和解に達した。この結果は各紙で広く報じられ、障害者団体から歓
迎された。
　この結果をうけて、各企業の障害者雇用率等の状況を明らかにするために、2001年 4 月、
DPI（障害者インターナショナル）日本協議会と協力して、大阪と東京の各労働局長に対し、
情報公開法にもとづいて企業の障害者雇用状況報告書の開示請求をした。しかし、各労働局は
不開示の決定をおこなった。
　そこでKOは不開示決定を不服として、厚労省に審査請求をおこなった。この請求を受けた
厚労省が情報公開法にもとづいて情報公開審査会に諮問したところ、2002年11月22日に同審査
会は、厚生労働省（旧労働省）が開示を拒否してきた企業の障害者雇用に関する情報を公開す
べきだとする答申を出した。これを受けて、厚労省は同年12月 9 日、開示請求のあった企業の
障害者雇用人数、雇用率、不足人数（法定雇用率未達成の場合）などを公表することを決めた。
その後、大阪労働局は大阪府内に本社がある従業員規模56人以上の企業の障害者法定雇用率達
成状況の一覧表を公開した（うち規模1000人以上の企業についてはKOのHPに障害者雇用率
の達成状況を掲載した）。
　こうした経過は政府機関が把握している企業情報の公開の幅を大きく広げたものとして、ま
た、障害者雇用行政にとどまらない意義をもっている。そのことを端的に示しているのは先の
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答申の次の一節である。 
　「市場参加者の必要とする情報には商品の質、価格、証券発行会社の財務状況についての情
報だけでなく、企業が、法規に合致して行動しているか、さらに、いわゆる社会的責任をどれ
だけ果たしているかについての情報も含まれる。この企業あるいは経営者の社会的責任は、環
境汚染の防止、環境負担の軽減、男女共同の社会参画、障害者の自立への協力、その他メセナ
活動などその範囲は広い。企業活動が我々個人の日常生活に及ぼす影響が大きい現在、企業が
どのような行動をとっているかの情報は、我々が、例えば、商品の購入、投資決定など日常的
な決定をしていく上で欠かせない……。企業の行動に関する情報が公開されることにより、市
場により、あるいは、世論の力によって企業の行動が社会的に批判され、また、その批判によ
って企業が、社会的に責任のある行動をとるようになり、緩やかな社会の改革が可能になる。
法は、情報の公開によって社会を緩やかに改革していくことを、暗黙裡に前提としている」。
₇．海外調査と国際交流・情報交換
　1999年 4 月末から ₅月初めにかけて、KOは高島屋株主代表訴訟弁護団と共同して、総勢 9
名でアメリカ西海岸を訪ね、当地のコーポレート・ガバナンス事情を調査した。現地では、環
境問題で株主提案が行われていたロサンゼルスの石油メジャーのAMOCO（のちBPと合併し、
現在はBP plc.）の総会と、バイオ大手の急成長企業アムジェンの総会を傍聴するとともに、
株主提案グループとの意見交換、企業訴訟の原告側・被告側双方のローファームへの訪問面談、
サクラメントのCalPERS（カリフォルニア州退職公務員年金基金）本部への訪問面談などを
行った。
　2002年 ₈ 月上旬にはKOの会員10名がソウルを訪問し、韓国参与連帯の小額株主運動グルー
プ（PEC）と交流し、日韓の市民株主運動のそれぞれの課題と共通の関心について意見交換
を行った。KOが1996年、PECが1997年と、両団体は、ほぼ同じ時期にスタートし、どちらも
弁護士、公認会計士、市民ボランティアからなる組織で、株主代表訴訟や株主提案を中心に活
動している点でよく似ている。
　世界の機関投資家に株主総会の議決権行使情報を提供している ISS（ Institutional 
Shareholder Services）は、東京に日本支社を置き、日本の主要企業の株主総会について、議
案ごとに電子情報で「賛成」「反対」のリコメンデーション（意見勧告）を行っている。この
ISSがソニーやトヨタに対して取締役報酬の個別開示を求めるKOの株主提案を支持してきた
ことは、賛成票を増やすうえで大きな影響を与えてきた。またKOの株主提案活動は、ステフ
ァン・デイビスが編集・発行する「グローバル・プロキシー・ウオッチ」という議決権行使情
報の英文メールマガジンによって世界に広く伝えられてきた
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₈ ．上場企業などに対する種々の調査活動と提言
　KOは上述の活動をすすめるなかで、株主総会の持ち方、総会屋問題、銀行情報開示、障害
者雇用、男女共同参画、企業政治献金、食品安全、公益通報、談合問題などに関して時宜に応
じてアンケート調査を実施し、「調査結果のまとめ」と併せて「提言」を発表してきた。それ
ぞれの調査結果と提言はKOのホームページに掲載するとともに、新聞などのマスメディアで
報道されてきた。調査対象でもっとも多いのは、日経500社（東証１部の500銘柄企業）などの
上場企業である。市民株主団体による上場企業を対象とした調査は他に類例がなく、それだけ
に独自の資料的価値を有している。
　株主総会の持ち方に関しては、商事法務の「株主総会白書」が詳細な調査を行っているが、
KOの株主総会調査は個人株主の立場から、開かれた株主総会を求める目的で1996年、2000年
および2005年に実施された。その間の変化は上述のように議場質問者の増加や、所要時間の増
大、さらには集中日開催比率の減少などに表れている。
　1997年 4 月の「住友商事銅不正取引・個人株主アンケート調査」は、株主名簿をもとに、特
定企業の個人株主に対して行われた。また、1997年 9 月の「総会屋問題・報道関係者アンケー
ト調査」は報道関係者（主に新聞記者）を対象に実施された。2004年 ２ 月の「大阪府下の大企
業における障害者雇用の現状」は、一般の法人企業のほかに、教育、医療などの法人を調査対
象に含んでいる。
　一般に日本企業はCSRについて立派な冊子を発行し、その推進を謳っているが、株主の側
からの働きかけはほとんどない。そういうなかで行われたKOによる障害者雇用や男女共同参
画の現状にかんする調査は、主として雇用の面における企業の社会的責任（CSR）を問い、企
業に取り組みを促すことを目的としていた。
　2002年には食品不祥事が多発した。この年、KOは食品安全問題に関して食品企業を対象に
２度にわたって緊急アンケート調査を実施した。それらの結果は、食品の安全を確保するため
の食品企業のコンプライアンス体制の構築が遅れと、社内通報窓口（ヘルプライン）の整備の
緊要性を示している点で、食品企業に警告を発するものであった。
　2007年には談合事件が多発している状況を重視して、建設（道路、電設、橋梁を含む）、鉄鋼、
重工、電機総合、造船などのいわゆる談合関連企業を対象にアンケート調査をおこなった。調
査結果からは、改正独禁法（06年 ₁ 月施行）の談合抑止効果や、違反金（現行課徴金）の引き
上げ、談合組織の離脱・解散、談合防止のコンプライアンス体制の整備などで、認識の変化が
起きていることを見て取ることができる。
　アンケートの回収率はテーマによって大きく異なるが、概ね ２割から ₇割の間にあり、この
10年間では年を経るごとに回収率が上がってきている。なお、回答の集計上の不備や調査目的
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の特殊性のために、少数ながら総覧に収めることができなかった調査があることをお断りす
る。
　以下に掲げる「株主オンブズマン・アンケート調査結果総覧」が、ビジネス・エシックスの
研究と法令遵守や社会的責任を重視した企業統治に参考になるところがあれば幸いである。
表 3　株主オンブズマンが実施したアンケート調査
発表年月 調　　査　　名
1996年 8月 株主重視の株主総会を求めて─日経500社調査
1997年 4月 住友商事銅不正取引・個人株主調査
1997年 9月 総会屋問題・報道関係者調査
1998年 3月 山一証券株主被害調査
1998年12月 銀行評価調査
1999年 6月 上場企業における障害者雇用の実態調査
2000年 6月 日経500社株主総会動向調査
2001年 6月 上場企業における男女共同参画の現状調査
2002年 6月 食品企業安全問題調査
2002年12月 食品企業第二次調査
2003年 6月 機関投資家の議決権行使状況調査
2004年 2月 大阪府下の大企業における障害者雇用の現状調査
2004年 4月 上場企業の政治献金の現状と考え方調査
2004年 6月 公益通報者保護法案の評価とヘルプライン設置・運用状況調査
2005年 6月 株主総会の持ち方とＣＳＲの取り組みに関する調査
2007年10月 談合防止の取り組みに関する調査
（注 ₁）2003年は信託、生損保、共済年金など167機関に調査票を送付したが、回
　　　 答は15機関にとどまったので本総覧には収録しなかった。
（注 ２）2006年は株主オンブズマン10周年記念事業と事務局交代などのために調
　　　 査活動を行うことができなかった。
